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インド国パトナメトロ建設事業

（協力準備調査（有償））

スコーピング案ワーキンググループの論点

本ワーキンググループにおける論点は以下の通り。

1. パブリックコンサルテーションとステークホルダー協議について

パトナメトロ公社（以下、「PMRCL」という。）がインド国内法制度（EIA Notification 2006）
に基づき実施したパブリックコンサルテーション（以下、「PC」という。）に関し、JICA
ガイドラインが求める、より現場に即した環境社会配慮の実施及び適切な合意形成に資

する協議内容であり、幅広いステークホルダーの実質的な参加が確保されていたかにつ

いて、着実に確認する必要があるとの指摘が委員よりなされた。また、これから開催予

定の PC は、協力準備調査の支援のもと PMRCL が開催するものであることから、

PMRCL が実施した PC と区別して、JICA ガイドラインで定義される「ステークホルダ

ー協議」と記載すべきであるとの議論があり、助言 4 に反映された。

2. 温室効果ガス排出量の推計について

温室効果ガス（Greenhouse Gas。以下「GHG」という。）排出量の推計にあたっては、

世界全体でのネットゼロ排出に向けた 2030 年目標を含むグラスゴー気候合意に鑑み、

事業による直接的な排出に加え、原材料の調達等のサプライチェーンにおける間接的な

排出についても考慮すべきとのコメントが委員よりあった。これに対し、JICA より、

2010 年の JICA 環境社会配慮ガイドラインでは規定されていないものの、2022 年 1 月

に改正・公布された JICA 環境社会配慮ガイドラインでは、一定量を超える GHG の発

生が見込まれる事業に関しては事業実施前に GHG 総排出量を推計し公表することを規

定しており、推計対象はスコープ 1（プロジェクトから直接排出される GHG）のみを対

象としていること、また、サプライチェーンにおける間接的な排出も考慮したスコープ

3 の推計は脱炭素社会の構築に向け重要であるとの認識を共有する一方、技術的・労力

的な観点から対象外としており、今後の中長期の課題と認識している旨、回答があった。

以上
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2022年 6月 27日 

インド国パトナメトロ建設事業 

（協力準備調査（有償）） 

スコーピング案 

NO

. 

該当 

ページ 
事前質問（質）・コメント（コ） 委員名 回 答 

【全体事項】 

1.  P57 

「すでに着工済み区間が存在する」とあり、ネット

で見ても、2020年 11月に着工したとあります。 

事業全体のスケジュールを示してください。（質） 

寺原 

委員 

ご指摘の通り、2号線の一部区間に関しては土木工事が着工されて

おります。 

先方実施機関の想定として、2024年 9月の操業開始を目指してい

るようですが、円借款事業のスケジュール感としては現実的ではな

いため、実施機関に事業全体スケジュールを確認しております。協

力準備調査において適切な事業実施スケジュールを設定することに

しております。 

2.  1 

ビハール州政府による「パトナマスタープラン

2031」や「都市交通計画」の目標が掲げられていま

すが，具体的な時期・達成指標があればご教示くだ

さい．また，地下鉄などの延伸，新設の計画につい

てもご教示ください．（質） 

鋤柄 

委員 

ビハール州政府による具体的な時期・達成目標に関しては、現在情

報収集中のため、調査結果については DFRに記載いたします。 

地下鉄延伸計画に関しては、Phase-2として Vidyut Bhawan駅よ

り北西に向けた延伸および Ramkrishna Nagar 駅より西に向けた延

伸が計画されています。Phase-2に関しては詳細な調査は実施され

ておらず、実施時期は未定となっております。 

3.  1,12-15 

既に環境基準は超過している項目が多いのですが，

上の計画ではどのように改善していくこととしてい

るのか，ご教示ください．（質） 

鋤柄 

委員 

上述の計画には記載はないですが、2018年に作成された

「Comprehensive Clean Air Action Plan for the City of Patna」にお

いて、交通分野の大気汚染対策として以下が挙げられております。

具体的には、 

-2ストロークエンジン車の通行禁止 

-2030年までに公共バスへのモードシェアを現況の 21%から 40%

へ上昇させる。 

-州政府による交通インフラの改善（EV or CNG（圧縮天然ガス）

バス、CNGリキシャ、メトロの導入） 

その他産業分野、廃棄物分野でも対策を実施し、2030年までに 3

つシナリオでの削減目標を掲げております。 
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出典：Comprehensive Clean Air Action Plan for the City of Patna, 

PageIV, 2020  
 

4.  2,17,53 

未だ借款が決まる前ですが，既に「先方負担」で一

部高架区間の工事が始まっているとのことです．こ

の工事と本事業との関係についてご教示ください，

工事を実施している主体についてもご教示くださ

い．別事業ではなく不可分一体事業という理解でよ

ろしいでしょうか．（質） 

鋤柄 

委員 

現在実施中の協力準備調査で確認したところ、メトロ 2号線の一

部区間の土木工事が着工済みであることを確認しております。 

実施機関が工事を進める区間を含めて整備し、事業効果の発現を目

指す事業であるため、実施機関が負担する区間は、不可分一体では

なく、本事業に含まれます。 

5.  
2,36,41,61

，62,65 

これまで EIA調査（DMRCが実施），SIA調査・

PC（PMRCLが実施）,PH（ビハール州が実施）と

様々な主体が関わっています．それらの役割分担と

本調査で JICAが担当する部分の関係をご教示くだ

さい．（質） 

鋤柄 

委員 

ビハール州政府は本事業の実施承認、及び本事業用地の取得、住民

移転、及び付随する調査・住民協議を行います。 

PMRCLは、本事業の実施機関として、EIA調査、SIA調査、パブ

リックコンサルテーション（ステークホルダー協議）等、事業実施

の承認に必要な調査や手続きを実施します。 

デリーメトロ公社（DMRC）は PMRCLに雇用されたコンサルタン

トとして、EIAや SIA調査を実施し、報告書のとりまとめを行って

います。 

JICAは協力準備調査を通じて、本事業の技術・財務面を検証する

とともに、インド側にて計画・実施されている環境社会配慮確認が

JICAガイドライン基準に照らして適切であるかを確認します。 

JICAガイドラインに比べて対応に乖離がある場合はギャップを埋

めるための方策を検討の上、提案・合意します。 

6.  
2, 35，53，
60 

2号線の Malahi Pakri St.～12. New ISBT St.間は既

に先方負担のもと施工を開始しており、Khemni 
織田 

JICAが協力準備調査を行う時点において、相手国政府の自己負担部

分について先行して工事が開始されているケースは今回に限らずご
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Chak駅では施工が進捗しているため、車両基地の

検討に当たり、構造物変更を伴う線路配線変更は現

実的ではない（p.53）という状態です。このように

既に施工が進捗し、代替案検討に制約がかかってい

る状態は、ガイドラインの想定を超えるのではない

でしょうか。 

 

被影響者（PAPs）に関するデータ(p.35-)には、既

施工区間における被影響者の数と実態に関する情

報、補償の実態が記述されるべきではないでしょう

か。（コ） 

委員 ざいますが、JICAとしては、先行して工事が進んでいるという状況

も踏まえ、適切な代替案検討が行われることを確認することが重要

であると考えております。協力準備調査にて代替案の検討を行い、

その結果などを基に、必要な申し入れを行い、ガイドラインに則っ

た適切な事業実施が行われることを確認致します。具体的に、用地

取得など避けるために小規模な線形変更や出入口の位置を変えるな

ど、必要に応じて設計変更を促すことは可能と考えます。なお、車

両基地の代替案検討に当たっては、終着駅南側の東西の計 2案につ

いて先行して工事の進む区間とは切り離して検討することができる

代替案となっております。 

また既施工区間における用地取得の進捗や詳細な情報についてはち

ょうど入手したところであり、また、現地再委託調査にて住民移転

の補償の実態については確認を進めています。情報を取り纏めて、

DFR に記載するようにいたします。 

【代替案検討】 

7.  

P.42  4章 

代替案 4.1 

1号線 

代替案２における車両基地建設計画地を図示しても

らえますか？（質） 

日比 

委員 
車両基地の位置を追記いたします。 

8.  

P.43、48 

表 4.1.1、表
4.2.1 

プロジェクトを実施しないケースとの比較を入れて

いただき、ありがとうございます。未実施の場合と

比べての交通からの CO2排出量の増減についても

評価していただきたい（コ） 

日比 

委員 

表 4.1.1 及び表 4.2.1 に気候変動の項目を追記し、代替案 1:交通量

増による CO2 排出量の増加、代替案 2、3:交通量減による CO2 排

出量の減少。ただし供用時はメトロ運行による電力由来の CO2 排

出量も発生する。と追記します。 

9.  

P.43、48 

表 4.1.1、表
4.2.1 

事業費の比較では、1号線、2号線とも 1号線の車

両基地の有無のみが事業費の違いとなるように読め

るが、高架区間延長、地下区間延長、用地取得面積

（主に 1号線）の違いなどは、事業費には影響しな

いか（質） 

日比 

委員 

1 号線について、代替案 3 では地下区間の縮小、地下駅削減、車両

基地の用地取得面積の削減による用地費、設備費の削減により大幅

に事業費が低下しています。 

2 号線については、代替案 3 では車両基地の統合により車両基地費

用が若干増加し、本線の起点側区間の高架から地下への変更により

地下区間と地下駅が増加し設備費も含め大幅に増加することに伴い

用地費も 1.4倍程度に増加しています。 

1、2号線の合算では 2号線の地下区間の増加が全体事業費における

増加の要因となっており、車両基地削減の効果は大きいものの全体



4 

 

NO

. 

該当 

ページ 
事前質問（質）・コメント（コ） 委員名 回 答 

では代替案 3の事業費が増加します。 

上記内容について DFRに記載させていただきます。 

10.  
p8 
p39 
p55 

車両基地１の候補地は湿地帯あるいは護岸工事をほ

どこしてない自然な河川のように見えます（p8の

写真）。加えて、車両基地候補地では 20haの植生

と農地が影響を受ける（p39）。 

そのため、 

 

・スコーピング（p55、11．水象）では水象への影

響は予想されないと書かれているように読めるので

すが、調査をされる方が良いのではないでしょう

か。 

・併せて車両基地候補地が重要な生息地に該当する

のかしないのか、そして、一般的な種であってもそ

のポピュレーションに影響を与えるや否や、入手可

能なデータ（調査、同国の専門家からの支援などを

通じて）と共に示される方が良いかと思います。

（質） 

石田 

委員 

当該河川は自然河川であるものの、その上流は市内中心部を排水路

として通過しており、下水も混在したものであります。水質調査に

加え、水象への影響も検討し、必要に応じて工事中の緩和策・モニ

タリング計画を DFR へ記載するように致します。よって表 5.2.1

の 11.水象の工事中の評価理由に以下を追記致します。 

「また車両基地候補地南側に河川が流れていることから、周辺水象

に影響を与える可能性がある。」それを受けて、表 5.3.1の 11.水象

の調査手法を以下とします。 

②実施済みの地形測量調査、地下地盤調査結果の活用 及び 

PMRCLへのヒアリング（車両基地の施工内容、周辺河川への影響

対策を含む） 

 

また当該候補地及びその周辺は耕作地が広がっており、広範囲に渡

って同じような土地利用、地形的特徴を有しております。そのため

候補地は固有種や移動性生物・集合体に対する重要な生息地には該

当せず、また独特な生態系が認められる地域にも該当しないと考え

られます。よって候補地は、重要な生息地には該当しない可能性が

高いですが、20haと広大な土地のため、一般種の分布に影響を与

える可能性もあることから、入手可能な既存データの収集に努めま

す。また必要に応じて専門家等へのインタビューを実施します。よ

って表 5.3.1の 9.生態系の調査項目及び調査手法を以下の通りとし

ます。 

調査項目：②土地利用形態及び生態分布の確認 

調査手法：①既存資料調査及び現地調査による情報収集 

②既存資料調査及び必要に応じた専門家等へのインタビュー 

11.  

P43, p48, 

p51にある

それぞれの

比較検討の

表 

1号線、2号線のルート代替案検討並びに車両基地

の代替案検討では、被影響世帯や住民移転世帯の比

較がありません。 

それらを含めて検討を行った表を提示していただけ

ませんか。（コ） 

石田 

委員 

事業計画立案の初期段階では、事業費の積算及び社会影響の規模の

概要を把握し、代替案の相対比較を行うために必要な精度の調査を

行っております。 

従って、被影響構造物数及び構造物タイプ（木造・コンクリ造等）

を目視で把握し、被影響構造物数が被影響世帯数・住民移転世帯数
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の指標となると捉えて、代替案比較を行っております。 

被影響住民数については、1号線の最適案（代替案 3）で 256人、

2号線及び車両基地の最適案（代替案 3）で 463人となります。な

お、1号線と 2号線でそれぞれ代替案 3を採用する場合、被影響住

民が一部重複するため、合計人数については調査で精査の上、

DFR にて記載します。 

 

12.  第４章全般 

「代替案が環境に与えうる影響、その影響の緩和可

能性、初期及び経常経費、地域状況への適合性

（2010GL P.23）」が総じて不十分です。特に社

会影響の項目が用地取得面積のみとなっています。

影響を受ける人数（または世帯数）なども必要と考

えます。（コ） 

寺原 

委員 

代替案の比較検討で、初期および経常経費に関しては、代替案 3

においては車両基地の削減が行われたものの、2号線で地下区間が

増加しているため、全体での初期費用については代替案２よりも増

加します。経常経費に関しては車両基地が削減されたことにより基

地の運営費が削減され代替案 3では低下します。 

地域状況への適合性に関してはルート選定の妥当性確認においてイ

ンド国鉄やバスターミナルとの結節、沿線住宅の集積状況について

分析し、旅客需要についても比較検討を行っております。 

被影響世帯数・住民移転世帯数については、No.11への回答に記載

しましたとおり、被影響構造物数を指標とし、被影響構造物が多い

案よりも少ない案が適合性が高いと考えて代替案比較を行っており

ます。 

環境影響と緩和可能性については、大気、騒音振動、遺産建造物に

ついて検討しており、また気候変動についても検討項目として挿入

します。 

13.  第４章全般 

代替案選択理由が「総合評価」を根拠としており、

事業費のみで、選択されていると推定されます。選

択根拠を明確にしてください。（コ） 

寺原 

委員 

各比較表の前に以下の選定根拠を追記し DFRへ記載するように致

します。 

 

表 4.1.1 1号線代替案比較表 

1.ルート変更による駅数増加により集客範囲の増加と収益性の改善 

2.車両基地数の削減による事業費と経常経費の低下、用地取得面積

の削減 

3. 利用者増加に対する優位性と収益性の改善 
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表 4.2.1 2号線代替案比較表 

1.地下移行部の減少による横断道路分断の削減 

2.Corridor 2の地下化による Patna駅での 1,2号線乗換え利便性の

向上 

3.歴史的建造物のへの接近による考古学検証期間の回避による事業

の早期実現 

4.1号線接続による路線全体利用者増加に対する優位性と収益性の

改善 

5.バスターミナル利用者とインド国鉄駅連絡速達化による利便性の

向上 

14.  43,48,51 

代替案の比較検討で「支障構造物」という欄があり

ますが，これは概要説明でいう「今後の調査で確認

する」被影響構造物と同じものでしょうか，ご教示

ください．またこれらに関する今後の調査結果が

「代替案検討」の変更を促すことはありますか．ご

教示ください．（質） 

鋤柄 

委員 

代替案における「支障構造物」と、概要説明における「被影響構造

物」は、同じものです。各代替案における被影響構造物数は概要説

明後に精査を行い、本ワーキングループ事前資料にて更新していま

す。また、今後の資料では「被影響構造物」と記載を統一します。 

できる限り構造物への影響を回避・最小化するよう最適案の選定を

行っているため、今後行う調査の結果に応じて「代替案検討」の変

更につながる可能性はありません。 

15.  43,48,51 

表 4.1.1，4.1.2には「支障構造物」という記述があ

ります．表 4.1.3（車両基地）での「支障構造物」

も示して頂けますか．また，表 4.1.3にある必要用

地の所有について，1号線，2号線では面積がどう

なっているか，ご教示いただけますか．（質） 

鋤柄 

委員 

表 4.3.1 車両基地の支障構造物を以下の通り追記いたします。 

代替案 2 

 Corridor 1 14件 

 Corridor 2   6件 

  合計 20件 

代替案 3 

 Corridor 2 23件 

 

車両基地および本線部の必要面積の所有区分は以下の通りとなって

おります。 
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16.  43,48,51 

特に高架部分に係ると思いますが，供用に伴う騒

音・振動が影響する病院・学校等の数は SIA調査で

比較され代替案に反映されているのでしょうか．或

いは今後の調査で確認し，緩和策を策定する予定で

しょうか．ご教示ください．（質） 

鋤柄 

委員 

実施機関による代替案検討では、最適案について、センシティブレ

セプターの分布状況を把握しているため、本調査で追加的に実施す

る騒音・振動調査結果を踏まえ、緩和策を検討する予定です。 

17.  48、49 

2号線の代替案比較に当たり、代替案３では、1号

線との車両基地の統合による事業費の削減効果に言

及していますが、代替案２では単独車両基地となっ

ています。なぜ、代替案２では統合した車両基地で

はないのか？説明が必要です。 

また、代替案２と３では、車両基地は New ISBT

駅を挟んで南東と南西に配置されている。代替案に

より場所が異なるのはなぜか、理由の説明が必要で

はないでしょうか。（質・コ） 

織田 

委員 

代替案 2につきましては 1号線と 2号線の線路が物理的に接続さ

れておりませんでした。そのため車両基地はそれぞれの路線毎に独

立した車両基地を配置しています。代替案 3では車両基地をより

NEW ISBT駅に隣接させています。 

PMRCL には車両基地と併設して商業施設を開発する構想があるた

め、バスターミナルと商業施設を近接させた周辺開発計画の一環と

して位置が変更されています。上記の内容を DFR に記載いたしま

す。 

18.  48、49 
2号線の代替案 2の区間には影響を受ける歴史的建

造物・史跡が 4箇所存在するので、代替案を採用し
織田 

図 2.5.5及び図 4.1.2より代替案 2の線形と 4つの遺産建造物との

距離は以下の通りとなります。 
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ページ 
事前質問（質）・コメント（コ） 委員名 回 答 

た場合は、考古学的検証が必要となり早期実現が困

難として却下されています。 

他方、ｐ.20 2.5.9では、線形に最も近い Golghar, 

Patnaでも線形より約 300 m の離隔が確保されてい

るため ASIの許可は不要とされており、距離が問題

とのことです。代替案２の線形と 4箇所の歴史的建

造物・史跡との距離を示してください。 

そもそも JICAガイドラインでは、原則として、文

化遺産について指定地域の外で実施が基本となって

おり、本事業に関しても、「パトナメトロ沿線上に

おける文化・歴史的遺産建造物は存在しないと考え

る」（p.20）とあるにもかかわらず、考古学的検証

作業が必要で、既存の国鉄の線路との関係において

もデメリットがある線形を、なぜ代替案とするのか

その適切性について説明が必要だと思います。

（コ・質） 

委員 No.1: 50m 
No.2: 100m 
No.3: 200m 
No.4: 200m 

 

また、遺跡が点在する Rajendra Nagar 駅から Zero Mile駅までの区

間については、以下の通り代替案として検討する線形を設定しまし

た。 

①住宅地、狭隘道路を通過する案 

用地取得回避のため、地下化が有力となりますが、コスト面及び集

客面から非現実的です。 

②幹線道路沿いの線形案 

①案の実現がコスト面から困難なため、用地取得の少ない②の幹線

道路沿いの線形のみが活用可能なルートと判断しました。そのため、

歴史的建造物との距離が近く、考古学検証作業が必要になることを

勘案しても 代替案 2 または 3 の線形が選定されることとなりまし

た。 

 

また、代替案 2 と国鉄との重複区間についてですが、国鉄には

Rajendra Nagar 駅以外の駅は設置されていないため、営業エリアの

重複には当たらないと考え、適切な代替案であると判断しておりま

す。 

19.  
8-10 
51-53 

車両基地の比較検討に当たっては、運用の側面から

2つの路線の統合案が採用されていますが、地形・

地質、過去の洪水被害や地震を含めた災害に関する

レジリエンスは比較項目に含まれていません。これ

らは今回の調査で精査される予定になっていますの

で、その結果は代替案を検討に含めるべきではない

でしょうか。もし、今回の 2カ所は近いので地形・

地質・災害に違いがないのであれば、そのことを記

述されるべきかと思います。また、2カ所に分散す

ることで、洪水などの被害のリスク分散につながる

織田 

委員 

図 2.2.1より、代替案 2と 3の 3ヶ所の車両基地予定地の標高につ

いては、Aitwarpur 車両基地が 2m 程標高が高いだけで、洪水リス

ク、地震リスク共に大きな変化はないと考えられます。 

そのため表 4.3.1に地震/浸水の項目を追加し、それぞれ「地震/浸

水の恐れがあるが、盛土及び地盤の締固め等の対策工を行うことで

回避可能」と記載し、DFRでも記載します。 

またリスク分散については、上述の通り自然条件がほぼ同じのため、

大きな差異は生じないと考えます。 
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ページ 
事前質問（質）・コメント（コ） 委員名 回 答 

こともありえます。DFRでは建設費用や運用の利

便性だけでなく、幅広い項目により検討していただ

きたいです。（コ） 

【スコーピングマトリクス】 

20.  
P.56 表
5.2.1 

ジェンダーに関する評価理由において、供用時の

「女性の雇用機会が限定される可能性」の記述があ

るが、これは移転が発生するキオスクなどの商業行

為（かならず被雇用者とは限らない）についてのジ

ェンダー配慮も含まれるか。含まれるなら、明記さ

れたし（質・コ） 

日比 

委員 

ここでは、「パトナメトロ職員として従業員雇用が発生する可能性が

ある」中で、同一資格・同等能力であるにもかかわらず「女性に雇

用機会が開かれない」可能性について記述しております。上記文言

を追記して意図を明確に示します。 

移転対象となるキオスク・露天商などについては「13.用地取得及び

住民移転」において、ジェンダー・契約形態・土地所有形態によら

ず被影響者として扱い、その中で例えば、女性世帯主世帯を特定し

て必要に応じた配慮を求める予定です。 

21.  
p16 
p17 
p55 

9．保護区。SGB Parkの関係者と協議することに加

えて、園内の林や森を利用する鳥類のリストを入手

し鳥類への影響を調査することが望ましいです。

（コ） 

石田 

委員 

SGB Parkは地下区間を通過するため、鳥類に大きな影響を与える

ことは想定しておりませんが、関係者との協議時に鳥類リストの入

手を試みます。従って表 5.3.1の 8. 保護区の調査手法を以下の通

りとします。 

保護区に関する情報収集（可能であれば鳥類リストを含む）及び、

PMRCL及び公園管理者との協議内容の確認 

22.  表 5.2.1 

高架構造物は景観（No.24）を悪化させるので、景

観保全地域でなくても、検討対象としてください。

（コ） 

寺原 

委員 

表 5.2.1 「24 景観」を以下の通りとします。 

供用時の評価：✔ 

評価理由：高架橋、駅舎の建設により事業区域近傍の日常的な景観

は変化する。 

それを受けて、表 5.3.1に景観の調査項目及び調査手法は以下の通

りとします。 

調査項目：①主要な眺望地点の調査（高架及び駅舎設置予定地点） 

②類似事例の収集 

調査手法：①写真撮影②既存資料の検索 

23.  54-57 

大気汚染，騒音・振動，交通事故などは，本事業の

結果改善されることが期待されます．既に EIA，

SIAでの調査結果がありますが，それを補完するよ

うなベースラインデータを取得することは，事業の

鋤柄 

委員 

本協力準備調査では、2020年の乾季調査結果も含め雨季乾季での

現状の環境状況を把握します。また事業成果が発現できるよう、モ

ニタリング計画においても供用時の大気質及び騒音・振動のデータ

サンプリングを含める予定です。 
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ページ 
事前質問（質）・コメント（コ） 委員名 回 答 

成果を示す際には有効と思います．（コ） 交通事故についても、本調査にて表 5.3.1 の通り現況調査を実施予

定です。 

24.  56,59 

土取場について，周辺に保護区があればそれへの影

響を述べています．一方調査の TORでは所有権な

どの基本情報調査となっていますが，保護区などと

の関係についての調査は（必要があれば）なされる

という理解でよろしいでしょうか．（質） 

鋤柄 

委員 

保護区については資料に記載の通り、SGB Park が該当します。ま

た今後 PMRCLより、土取り場、土捨て場等の候補地を受領する予

定のため、仮にそれらの候補地と SGB Parkが接近している場合に

は PMRCLと協議して、変更や緩和策を求める等の対応を行う予定

です。 

25.  57 

表 5.3.1 ベースラインの調査・分析方法の調査項

目に以下を加えて下さい。これらはすでに本文中で

は今回の調査で精査するとされていることですが、

表の調査項目には上がっていないため念押しです。 

・洪水、災害の影響 

・社会環境：露天商に関する調査 

・駅（周辺？）のインタビュー調査 

（コ） 

織田 

委員 

洪水・災害の影響 

情報収集を以下の通り行っており、DFRに追記致します。 

■洪水 

パトナ在住の住民、及び実施機関の職員数人に聴取しましたがメト

ロ沿線での冠水証言はありませんでした。Google Earthでも洪水直

後の 2016 年 8 月の衛星写真（白黒）がございますが、道路上に車

両が確認出来ます。また沿線より 5-6km 東側の地域が浸水している

ことが確認できる衛星写真がございました。以上から、当該地域は

冠水はしていない状況であったと理解されます。 

https://reliefweb.int/map/india/india-severe-floods-bihar-state-
august-2016-comparison-between-pre-and-post-flood-0 

ただし地球温暖化を起因として今後想定されるであろうサイクロ

ン・台風等の巨大化、集中豪雨の発生増加等を踏まえ、地下駅入り

口の嵩上げ、止水版の設置等の緩和策を導入する予定です。 

 

■地震 

地震については下記の通り、これまで大きな被害は確認されていま

せんが、緩和策として設計仕様書の想定地震レベルでの構造物の耐

震設計や落橋防止策等を導入する予定です。 

 

1988年インド⁻ネパール国境地震（M6.6）（資料に記載済み） 

パトナ市内での死者・負傷者は無し、ただし数件の建物が倒壊し、

防波堤が破損したとのこと。位置は不明 

https://reliefweb.int/report/india/india-earthquake-aug-1988-undro-
information-reports-1-3 

https://reliefweb.int/map/india/india-severe-floods-bihar-state-august-2016-comparison-between-pre-and-post-flood-0
https://reliefweb.int/map/india/india-severe-floods-bihar-state-august-2016-comparison-between-pre-and-post-flood-0
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2015年ネパール地震(M7.8) （資料に未記載） 

ビハール州の死者数は 58 名(主にパトナ以北地域。パトナ市内は不

明)だが、その要因の殆どは建物倒壊ではなく、地震の発生による心

臓発作、パニック、暴動によるもの。 

https://zeenews.india.com/news/india/quake-toll-in-india-now-
78_1587267.html 
 

■社会環境・露天商に関する調査 

公的なセンサス調査が 2011年以降行われていないため、PMRCL及

びビハール州による SIA調査及び調査団による現地確認調査・再委

託調査により情報を収集し DFRに追記致します。 

 

■駅周辺のインタビュー調査 

表 5.3.1_その他に下記を追記します。 

31 インタビュー調査 

調査項目：社会経済状況及び周辺環境の把握 

調査手法：24の各駅で 10人（男女 5人ずつ）の計 240人に対する

インタビュー 

【環境配慮】（汚染対策、自然環境等） 

26.  

P.16 2.5.6

保護区・国

立公園 9〜

11行 

「保護区に該当するものの、植物園/動物園として

州政府に管理されている。そのため開発による無秩

序な破壊の恐れのある通常の自然保護区とは管理形

態が異なると考えている」とあるが、具体的に「通

常の自然保護区」とどのような管理形態の相異を想

定しているのか教えてください（質） 

日比 

委員 

通常の保護区とはWild life Protection Act (1972)で規定される国立

公園や鳥獣保護区等を想定しており、地図上では区域が確定してい

るものの、管理者は不在であることが多く、広大なエリアのため外

部からの侵入は容易であり、禁止開発行為や、密猟・盗掘等の恐れ

があります。一方で当該保護区はビハール州により保護林の指定を

受けている他、場周は高い塀で囲われており、また職員も常駐して

いることから、外部からの侵入の恐れは少なく、また禁止開発行為

等も行われにくいという違いがあります。 

27.  
P.19 2.5.8 

生態系 

（1）生息動植物の項において VU種以上の動植物

の生息についての記述はあるが、当該事業対象地域

における生態系全般についての現況の整理もすべ

き。すなわち、全般的な植生・生態系の分布、土地

利用状況（P.58 BL調査項目には含まれている）お

日比 

委員 

2.5.8生態系の項目は以下に修正します。 

「パトナメトロ沿線は、主に商業地域、住宅地、特別地域、公共地

域であり、既述の通り Danapur Cantonment及び SGB Park以外は

主な生息地は確認されていない。また No.32 に示す通り、Google 

Earthによる 2002年と 2022年の衛星写真の比較から、農地から住

https://zeenews.india.com/news/india/quake-toll-in-india-now-78_1587267.html
https://zeenews.india.com/news/india/quake-toll-in-india-now-78_1587267.html


12 

 

NO

. 

該当 

ページ 
事前質問（質）・コメント（コ） 委員名 回 答 

よび土地利用変化の動向、自然生態系への圧力な

ど。（コ） 

宅地へと急速に都市化が進んでいることが分かり、自然生態系への

圧力は強い。パトナ市における主な植生は以下の通りだが、パトナ

メトロ沿線上に危急種以上の種の植生は確認されなかった。」なお、

パトナ市における主な植生のリストは DFRに記載いたします。 

28.  

P.19 2.5.8 

生態系（2）

生息地 

Danapur Cantonment KBAのキー種として NT種

（Painted Stork）の記述があるが、NT種（の重要

な生息地）は、ガイドライン上の「重要な生息地」

に該当する可能性があることを示しているが、ガイ

ドライン上の「重要な生息地」に係る対応について

の記述がない。ガイドライン上、特段の配慮を必要

とする可能性があり、慎重な調査をしていただきた

い（コ） 

日比 

委員 

2.5.8 (2)を以下の通り修正します。 

下表がキー種であるが、IUCN レッドリストで危急種以上の動植物

は確認されなかった。しかしキー種の生息状況によっては、JICAガ

イドライン上の「重要な生息地」に該当する可能性がある。そのた

め本調査ではパトナメトロ沿線の KBA エリアを中心にキー種を同

定して生息状況を把握し、「重要な生息地」の該否判定を行うとと

もに、仮に「重要な生息地」と判定される場合には JICA環境社会配

慮ガイドライン FAQに示される、「重要な生息地」でプロジェクト

を形成、実施する場合の要件を満たすよう検討する。 

29.  

P.58 表

5.3.1BL調

査 

Danapur KBAの生態系調査については、ガイドラ

イン上の「重要な生態系」への該否の評価・確認と

該当する場合に対応策に資する調査とされたし

（コ） 

日比 

委員 

以下を表 5.3.1に追記致します。 

注）該当種の生息状況により、JICAガイドライン上の「重要な生息

地」の該非を判断するにあたり専門家や学識者へのインタビューや

追加調査を実施する。 

30.  

P.58 表

5.3.1BL調

査 

土地利用形態の確認に加えて、事業対象地全体にお

ける植生・生態系、沿線住民等による生態系サービ

スの利用の状況についても調査されたし（コ） 

日比 

委員 

以下を表 5.3.1に追記します。 

②土地利用形態の確認、事業対象地全体における植生・生態系、沿

線住民等による生態系サービスの利用の状況 

31.  

P.59 表

5.3.1BL調

査 

GHG発生量および削減量の算定については、事業

が実施されない場合の（交通量増加からの）排出量

の推計と可能な限りスコープ 3（原材料の調達にか

かる排出および供用後の運用にかかる排出）、そし

てイ国の NDCおよびパリ協定への貢献についても

評価すること（コ） 

日比 

委員 

28. 越境の影響及び気候変動の調査項目を以下の通りとします。 

 

調査項目 

①本事業による供用時の CO2発生量及び事業未実施時と比較した場

合の道路交通由来の CO2削減量の算定 

 

調査手法 

② 将来交通量推計結果、JICA Climate FIT 

②収集データ及び PMRCLへのヒアリング 

 

またスコープ 3の調達に係る排出については、調達先、調達方法等

が本調査終了時点で確定が困難のため、算定対象外とさせて頂きま



13 

 

NO

. 
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ページ 
事前質問（質）・コメント（コ） 委員名 回 答 

す。 

イ国の「パリ協定に基づき自国が決定する貢献（NDC）」について

は、下記を DFR に追記致します。 

インドでは、「温室効果ガス排出量を 2030 年までに 2005 年対比 

33～35%に 削減する」目標を掲げている。そのため交通志向型の都

市の実現による環境負荷軽減は、それら目標に資するものであり、

同国及びビハール州の都市交通セクターにおける重要な計画と位置

付けられている。 

32.  
p4 
p19 

Danapur Cantonments KBAに関して。 

 

 
 

 
 

Data Zone, BirdLife International より 

http://datazone.birdlife.org/site/factsheet/danapur-
cantonment-area-iba-india 
 

BirdLife International が行ったモニタリング評価

（上記の記述）では、シロスキハコウ全体の中でこ

こには繁殖個体数の 9％が見いだせる、地球規模で

絶滅の恐れのある Lesser Kestrel Falco naumanni

の生息も認められる、と言った記述がなされていま

す。 

よって、 

●BLIがこの KBAを評価した年（2003年）に留意

しつつ Danapur CantonmentsKBAにおける鳥類な

石田 

委員 

2002年と 2022年の衛星写真を以下ご参照ください。 

2002年 5月写真 

 

出典：Google Earthを基に調査団が路線を追加 

 

2022年 3月写真 

http://datazone.birdlife.org/site/factsheet/danapur-cantonment-area-iba-india
http://datazone.birdlife.org/site/factsheet/danapur-cantonment-area-iba-india
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ページ 
事前質問（質）・コメント（コ） 委員名 回 答 

どの調査を行い、メトロ線計画により同 KBAにあ

たえる影響と緩和策について分析をしてほしいと思

います。 

 
 
 

 
出典：Google Earthを基に調査団が路線を追加 

 

上図の通り、Bird Life International の調査時(2002-2003)と 2022年

の衛星写真を比較すると、Cantonment Areaを除く殆どが宅地化

され、キー種となった鳥類の生息地域が殆ど失われてしまった印象

です。そのため本調査では図 5.3.1に示す通り、Cantonment Area

及びメトロ沿線を中心に生態系調査を実施する方針としておりま

す。 

 

またキー種については、表 2.5.11の出典である 「Important Bird a

nd Biodiversity Areas in India, Priority sites for conservation」の

サイト内（ https://drive.google.com/file/d/1U2jJlHQHctfBTWJkmr9PZaKbAkuVo2zJ/v

iew?usp=sharing ）でも 2016年に当該 KBAで実施した詳細データが記

載されておりますが、 Lesser Kestrel Falco naumanni の記載はご

ざいませんでした。恐らく BLI の 2002 年調査時から 14 年が経過

し、その間の都市化の影響で生息が確認されなくなったものと思わ

れます。そのため更新された最新情報である 2016 年の調査結果を

記載し、調査項目及び調査手法を記載の通りとした次第です。 

https://drive.google.com/file/d/1U2jJlHQHctfBTWJkmr9P


15 

 

NO

. 

該当 

ページ 
事前質問（質）・コメント（コ） 委員名 回 答 

 

KBA における希少種の生息状況によっては、Ｎｏ.29 の通り、必要

に応じて専門家や学識者および現地 NGO へのインタビューを実施

します。 

33.  第 5章他 

騒音振動基準はないものの、対策については、既に

一部が 4月の案件概要に記載されています。しかし

ながら、スコーピング案にはないので、DFR で記

載してください。（コ） 

寺原 

委員 

本事業で参照する騒音・振動の基準、及び騒音・振動への対策につ

いて、DFRに記載致します。 

34.  第 5章他 

高架区間となるバイパスロードには多くの病院が存

在しているので、騒音振動対策は、十分に検討して

ください。（コ） 

寺原 

委員 

病院や学校等の分布状況を把握しているため、本調査にて騒音・振

動調査結果及び分析を踏まえ、緩和策を検討する予定です。 

35.  57-59 

EIAは DMRC によって既に作成・承認済とのこと

ですが，TORでは KBAの調査や雨季の調査を行う

こととされています．本調査で，EIAの追加調査を

行い，更新版を作成の支援をするということでしょ

うか，ご教示ください．（質） 

鋤柄 

委員 

インドではあらゆる鉄道事業において EIAの作成、及び手続きは不

要のため、本調査において、別途の EIAレポートの作成は予定して

おりません。ただし本調査では、カテゴリ A案件として、必要な調

査を行い、雨季乾季調査結果も含めた影響評価結果を DFR に記載

し、必要に応じて環境管理計画及び環境モニタリング計画の更新を

提案した上で、PMRCL に対して環境管理計画及び環境モニタリン

グ計画を通じて適切な環境社会配慮がなされるよう働きかけます。 

36.  54-59 

前と重複しますが，本事業により周辺の大気汚染・

騒音等の状況は改善されると予想されるので，事業

成果をアピールする点でも，現状の把握を（モニタ

リング計画も合わせ）十分に行うべきと考えます．

（コ） 

鋤柄 

委員 
No.23と同じ。 

【社会配慮】（住民移転、生活・生計、文化遺産、景観、少数民族、先住民族、労働環境等） 
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ページ 
事前質問（質）・コメント（コ） 委員名 回 答 

37.  

P.20 2.6 

社会配慮項

目 民族 

現時点では、現況把握としては極めて粗い情報のみ

しか得られていないようであり（特に 2.6.1 人口・

言語・カースト・先住民族・少数や 2.6.3 貧困）、

社会的影響の評価には不十分との印象なので、是非

行政区ごとを含めた事業対象地域の現況状況の把握

に努めていただきたい。また、ジェンダー関連につ

いての課題についても、把握すべきである（コ） 

日比 

委員 

主として既存文献に基づいて実施したベースライン調査では、イン

ド国（ビハール州・パトナ市）のセンサス調査結果が 2010年に実

施されたものしか得られず、行政区(Ward)ごとの 2010年時点の情

報を記載しても「事業対象地域の現況」を示すものとなるとは思わ

れなかったことから、記載いたしませんでした。 

今後、州・市・Wardからの情報収集を進めて事業対象地域の現況を

把握するとともに、表 3.2.5 に記載した機関・政策・調査報告書等

の内容を精査して、本事業による正負の影響の予測評価、及び、本

事業で取り入れるべきジェンダー配慮・統合の方針を取りまとめて、

DFR に記載いたします。 

38.  
p39 
p40 

該当ページの表「JICAガイドラインとインドの法

律との比較」において最後の項目である社会的に弱

い立場にあるグループへの手厚い注意（番号

15）。 

 

PAPs、PAHsへは追加的支援を行えるよう協議す

る、とありますが、具体的にはどのような追加的支

援なのかを教えてください。（質） 

石田 

委員 

既存 SIAでは脆弱性の高い被影響世帯に属する PAPごとに希望の

聞取りを行った上で、州の社会福祉政策予算を活用して、１世帯当

り 15000 INR 相当の職業訓練が提供される計画です。 

本調査では、具体的な希望聞取り結果を確認し、提供可能な職業訓

練の種類と希望との整合、あるいは訓練以外の希望が出された場合

の対応方針を確認するとともに、移転実施支援にあたる NGO 等が

移転の前後にわたって定期的な面談を行う等の生活支援の実施の提

案を検討しています。 

39.  
概要説明 p4 

 

日本の協力によるメトロ整備は、全ての人が安価で

安全そして安心して利用できる、そのような協力事

業となっている（概要説明、p4）こと。それは素晴

らしいことだと思います。 

そうすると、利用客による駅までへのアクセス（例

えば、駅の前の道路を安全に横断できる）、駅から

出ていくとき、この二つの安全性についてはいかが

なのでしょうか。 

人々が駅へアクセスする時の安全性への配慮（道路

横断のための信号機設置、歩道設置、弱者や障害を

持つ人たちへの配慮、等）はどういう計画となって

いるのでしょうか。（質） 

石田 

委員 

全ての駅舎は道路上空・地下または道路の片側上空・地下に配置さ

れており、利用客が道路を横切ること無く安全に歩道から駅へアク

セスできるよう、道路両側に配置されている歩道上に出入口を片側

１か所以上、両側合計 2か所以上配置し、地下道またはスカイウ

ォークにて駅舎へ繋ぐ計画となっています。 

また、弱者や障害を持つ人たちへの配慮について、当メトロはイン

ドのバリアフリーガイドライン“Guidelines and space standards 

for Barrier Free Built Environment for Disabled and Elderly 

Persons”に沿ったバリアフリーな輸送施設となるよう駅舎・施設計

画を行っています。バリアフリー対応例を下記に記載します。 

・視覚障害者に対する配慮として駅舎施設内及び出入口周辺歩道上
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ページ 
事前質問（質）・コメント（コ） 委員名 回 答 

に点字ブロックを配置し、駅出入口からコンコースを通りプラット

ホームにてメトロ乗車するまで安全な経路を誘導する計画としてい

る 

・車椅子対応のゲート、歩道上からプラットホームまで移動できる

EVリフト、車いす利用者が対応できるカウンター高さの窓口を設

置し、車椅子ユーザーや高齢者がスムーズに施設利用できるよう配

慮した計画としている 

・バリアフリートイレの設置 

上記の内容を DFRに記載します。 

40.  55 

既存のバス・リキシャへの影響は大きいと思われま

す．上位計画での対応を含め，考えられている配慮

事項をご教示ください．可能であれば，現在把握さ

れている定量的な情報・今後の予測もお示しくださ

い．（質） 

鋤柄 

委員 

現在確認済の上位計画としては、「パトナマスタープラン 2031」

が挙げられ、同マスタープランにおける都市化の進展・人口増加見

込み等を本調査にて精査中です。 

インド国におけるメトロ整備に伴う既存交通機関への正・負の影響

については、デリーメトロをはじめ事例を収集し、交通渋滞緩和や

駅乗降客数の伸びといった正の影響と、同一ルートを走る競合交通

機関の出現といった負の影響について、可能な限り定量的に把握す

る予定です。 

また、本調査においてパトナ市内の公共交通サービス提供機関（バ

ス・３輪オート等）に本事業の内容・開通時期・乗降客数の経年予

測を説明するとともに、各機関の利用客数への影響の可能性につい

ての意見や、メトロ開通を予測した営業戦略（幹線交通からフィー

ダー交通へ転換する等）の実施可能性などを聞取る予定です。 

41.  34 

ジェンダー配慮関連法制度に記載されている「女性

起業の振興政策（「スタンドアップ・インディア」

スキーム）」について、精査に当たり、今後、キオ

スクなど駅または駅周辺におけるビジネスチャンス

の掘起こし、雇用や生計手段の開発と連携する可能

性の有無を調べ、記述してください。（コ） 

織田 

委員 

ご指摘いただきましたとおり、パトナメトロ開発と連携して正の影

響を発揮できる可能性がある政策について、精査を行い DFR に記

載します。 

42.  34, 56, 57 

通勤時間帯のメトロの混雑を恐れ、女性が乗車を断

念する可能性がある(p.56)とのことですので、1，2

号線の１駅 10人ずつのインタビュー調査に当たっ

織田 

委員 

ご指摘いただきましたとおり、インタビュー調査の対象の半数を女

性とし、利用希望の聞取り、デリーメトロ等の事例写真を提示する

等の方法により、利用しやすくするための条件・方策の聞取りを行
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事前質問（質）・コメント（コ） 委員名 回 答 

ては(p.57)、半数は女性にインタビューし、利用意

識の性別データを収集し、今後女性が乗車を断念し

ないための方策をまとめて、ジェンダー配慮の内容

等(p.34)に含めて下さい。（コ） 

って、DFRにおけるジェンダー配慮の内容に取りまとめます。 

【ステークホルダー協議・情報公開】 

43.  

ｐ２８ 

ｐ５９ 

ｐ６２ 

 

 

 
（2010年のガイドラインより）  

 

PC、それをおそらくステークホルダー協議と同等

の意味で使われているのかと想像しますが、それで

あるならなおさら環境社会配慮ガイドラインの記載

からこのケースを考えてみる必要があるように思わ

れます。 

 

 
（事前資料より） 

 

石田 

委員 

用地取得手続きの初期段階に PMRCLが実施した PCについては、

全ての意見交換が記録された協議録を今後入手する予定です。また

資料に記載の通り、以下の点も確認しております。 

- 開催日の 20日前に通知がされている。 

-人口密集地区や、屋外での集会スペースが確保できるエリアを中

心に、 沿線の複数の地区で開催されている。 

- 用地取得 、被影響構造物、リスクの高い環境社会配慮項目、重

要共有資源の存在、社会的弱者への配慮、被影響評価項目に対する

緩和策、被影響資産価値、その他援助や手当についての説明も行わ

れている。 

- 住民からの意見とそれに対する PMRCLからの回答、計画への反

映についても言及がある。 

- 参加者リストが作成されている。 

 

以上より、協議内容として JICAガイドラインと照らし合わせても

適切な対応であると判断しました。また参加者が少ないことに関し

ては、コロナ禍の外出制限が厳しかったことを鑑み、やむを得なか

ったものと考えます。そのため本調査における PCの開催方針とし

て、表 6.2.7に示す通り、説明及び協議内容として、調査結果、環

境ベースライン調査結果、想定される環境影響、環境管理計画及び

モニタリング計画のみならず、事業概要、代替案検討も含め、多く

の住民からの幅広い意見を収集し、計画へ反映する方針としており

ます。 

 

また、インド国法規に基づいてビハール州が主体となって 2021年

末から実施中の用地取得・住民移転に関する調査・協議について
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という事情は理解しつつ、一方でその事情だけでも

ってステークホルダー協議を DFRの時期のみに 1

度だけ行うというのではいささか不十分ではないで

しょうか。 

 

また、 

 
（事前資料より） 

 

という分析なので、相手国機関が行った協議の詳細

を入手しそれが果たして十分な協議であったかの分

析がこれから行い DFRに間に合わせてほしいと思

います。 

 

よって、 

●既に PMRCLにより実施されたパブリックコンサ

ルテーションの詳細を記載することや単に現地の混

乱を招くから協議を避けるともとられかねない説明

だけに留まることなく、相手国機関と再度ステーク

ホルダー協議に関する協議を行い、JICAガイドラ

インに置けるステークホルダー協議の方針に基づい

は、全ての会合の詳細情報を入手し、JICAガイドラインに照らし

て適切な協議であったかの分析を行って、DFR に記載いたしま

す。 

分析の結果、ステークホルダーの特定や周知情報、会合開催前後の

情報公開等が不足していると判断された場合には、追加の周知・協

議・情報公開が行われるよう、ビハール州及び事業実施者である

PMRCLに対し提案・協議を行い、その結果を DFRに記載いたしま

す。 
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て本調査を通して上がって来るであろうアップデー

トされた環境社会配慮に関する現状と対策について

ステークホルダー協議の実施（時期と回数）を再検

討することが必要となるのではないでしょうか。 

 

また、 

●DFRに置ける PCそしてステークホルダー協議を

記述する箇所（事前資料では 6.2パブリックコンサ

ルテーション、p62～）においては、ステークホル

ダー協議の実施について相手国機関が行ったから充

分であるという事実を記述するにとどまらず、JICA

ガイドラインの方針にのっとってどのようなステー

クホルダー協議を行うかについて記述してくださ

い。 

（質・コ） 

 

44.  66 

DMRC による EIAに本調査で特に雨季の情報を追

加することになっていますが，PCの回数の想定に

影響はありませんでしょうか．（質） 

鋤柄 

委員 

雨季調査について、PMRCL 実施による 2020 年の乾季調査地点と

基本的に同じ地点で調査を実施するため、調査内容について改めて

説明を行う必要はないと考えております。なお本調査では DFR 段

階の PC を計画していることから、追加的な環境ベースライン調査

を踏まえて環境影響評価調査の結果を説明する予定です。 

45.  
28，31，

35，62, 67 

パブリックコンサルテーション（PC）に関し、実

施機関より混乱回避のため検討を求められていると

のことですが(p.62)、このような懸念が優先され、

JICAガイドラインとのギャップへの対応のための

調査に支障をきたさないよう、実施機関との粘り強

い協議と交渉をお願いします。 

特に、理由として挙げられている従来の説明内容か

らの変更があるのであれば、それを説明することは

当然ではないですか？理由としても得心しかねま

す。 

なお、本調査による PCの開催候補地(p.67表 6.2.7)

織田 

委員 

「従来の説明内容からの変更点について再度説明を受けることの混

乱」はあくまで PMRCLの意見であり、JICAとしては PMRCL及び

ビハール州政府による協議実施状況を精査した上で、JICAガイドラ

インに基づいて必要な対応を申し入れていきます。なお、従来の説

明内容からの変更点は次の通りです。 

■EIA 

基本的に 2020 年の調査地点及び調査項目から大きな変更はないた

め、調査前の PC の説明内容に大きな変更はありません。本調査内

で行った追加調査を踏まえた環境影響評価調査の結果については、

本調査内で実施する PCにて説明予定です。 

■SIA 

2020 年の PMRCL による事業申請用 SIA の後、現地法に基づく州
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が、SIAのために PCが行われた 5地点(p.62)と同

じです。これは、協議の対象を狭める危険があるの

ではないでしょうか？他の地点も開催候補地に加え

るよう検討をお願いしたい。 

また、SIA2020で特定された 146の被影響世帯

(p.35)は、PC協議開催地に含まれるのか、その関係

を示してください。（コ・質） 

による用地取得手続き開始告知（カットオフデート（2021年 10月））

までの間に用地所有者の変更があったため、変更が判明する都度、

新たな所有者に対し事業の説明を行い移転要望等の聞取りを行って

いることを PMRCLの資料で確認しております。事業概要や補償方

針等、説明内容の変更点はありません。 

 

また PCの開催候補地については、各路線の人口密集地を選定して

おりましたが、ご指摘を踏まえ、今後 PMRCLとの協議を通じて開

催場所を決定したいと思います。 

なお、PC開催候補地及び既開催地は沿線の主要駅計画地付近で、既

存バス停留所や交通結節点にあり、駅・高架・車両基地等の整備に

より影響を受ける世帯は、最寄りの協議開催地に容易にアクセスで

きる場所であることを確認しています。 

【その他】 

46.  p62～ 

事前配布資料 6.2、パブリックコンサルテーション

は、DFR ではスケジュールとは別の章あるいは項

として配置することが望ましいかと思います。

（コ） 

石田 

委員 

DFR ではパブリックコンサルテーションの章を新たに設け、記載す

るように致します。 

47.  41, 46 

図 4.1.1 1号線路線概要、図 4.1.2 2号線路線概

要の図が不鮮明で、駅名および凡例が読めません。

高架と地下部分を示すもので重要ですので鮮明な図

を入れて下さい。（コ） 

織田 

委員 

鮮明図面の挿入によるファイル容量の肥大化で保存時に破損が生じ

る恐れがあります。そのため便宜的に解像度を下げておりますこと

ご理解下さい。DFRでは改善策を検討いたします。 

48.  42 

車両基地 Aitwarpuとありますが地図には記載があ

りません。文中の説明と図を整合的に示してくださ

い。（コ） 

織田 

委員 
路線図に車両基地の位置と地名を追加いたします。 
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